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地域子ども・子育て支援事業の概要と芦屋市の現状 
 

① 利用者支援（新規） 

【概略】 

・子どもや保護者が、認定こども園・保育所・幼稚園での学校教育・保育や、一時預かり、放

課後児童クラブ等の地域子育て支援事業の中から適切なものを選択し円滑に利用できるよう、

身近な場所で支援を行う都市部のみならず広く市町村での実施を念頭に制度化 

・教育・保育施設や地域の子育て支援の事業等の利用について情報集約と提供を行うとともに、

子どもや保護者からのそれらの利用にあたっての相談に応じ、それらの人々に必要な情報提

供・助言をし、関係機関との連絡調整等を行う 

・実施場所は、子どもや保護者の身近な場所等 

 

【国での検討課題】 

①事業内容の範囲 

②実施場所 

③事業の担い手       ※事例 別紙参照 

 

資料－5 



2 

 

② 地域子育て支援拠点事業 

【概略】 

・公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、 

子育て中の親子の交流・育児相談等の基本 

事業を実施。 

・地域機能強化型では利用者支援・地域支援機能 

を付加し、機能強化。 

 

【費用負担】 

・各市町村が補助額等を決定。 

・費用負担は、【国 1/2、市 1/2】 

 

【国での検討課題】 

①量的拡大をどう図るか 

②質の担保 

③利用者支援事業など他の地域子ども・子育て支援事業との連携・役割分担 

 

 

○つどいの広場事業「むくむく」「ぷくぷく」（地域子育て支援拠点事業） 

ア 施設数 
単位：施設 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

施設数 1 1 1 2 2 

 
イ 利用状況（むくむく） 

単位：回、人 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

実施回数 240 239 242 242 239 

延べ人数 8,572 6,912 20,925 24,331 25,139 

 
ウ 利用状況（ぷくぷく） 

単位：回、人 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

実施回数       75 89 

延べ人数       3,334 5,052 

 
資料：事務報告書 

基本事業 
① 交流の場の提供・交流促進 

② 子育てに関する相談・援助 

③ 地域の子育て関連情報提供 

④ 子育て・子育て支援に関する講習等 

機能強化 
① 子育て関連事業の利用にあたっての支

援する取組（＝利用者支援） 

② 地域における親・子の育ちを支援する

取組（＝地域支援） 
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③ 妊婦健診 

【概略】 

・母子保健法第１３条で、市町村が、必要に応じて妊産婦に対して健康診査を行うことを規定。 

・妊婦健診は、母子保健法上は実施主体である市町村の自治事務。そのため、事業の実施方法

（実施回数、公費負担額等）については、各市町村の判断による。  

 

【費用負担】 

・従来、地方交付税措置により５回を基準として公費負担を行っていたが、必要な回数（１４

回程度の妊婦健診を受けられるよう、平成２０年度第２次補正予算において公費負担を拡充

した。 

 

【国での検討課題】 

①望ましい基準の制定 

 

 

 

単位：人 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

助成者数 599 873 767 855 803 

 
資料：事務報告書 
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④ 乳児家庭全戸訪問事業 

【概略】 

・生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環

境等の把握を行う事業（市町村が実施主体、民間への委託が可能。） 

 

【費用負担】 

・都道府県が造成した安心こども基金に国が積み増し、都道府県が管内市町村に対し国庫補助

相当額を交付。 

・費用負担は、【国 1/2、市 1/2】 

 

【国での検討課題】 

①できるだけ早期の訪問 

②養育支援を必要とする家庭の確実な把握 

③里帰り出産への対応 

 

 

単位：件 

 
平成 

20 年度 
平成 

21 年度 
平成 

22 年度 
平成 

23 年度 
平成 

24 年度 

訪問件数 362 643 812 741 731 

新生児訪問件数 85 62 51 47 14 

 
資料：事務報告書 
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⑤－１ 養育支援訪問事業 

【概略】 

・養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させるため

の支援（相談支援、育児・家事援助など）を行う事業（市町村が実施主体、民間主体への委

託が可能。） 

 

【費用負担】 

・都道府県が造成した安心こども基金に国が積み増し、都道府県が管内市町村に対し、訪問数

に応じた国庫補助相当額を交付。 

・費用負担は、【国 1/2、市 1/2】 

 

【国での検討課題】 

①本事業が養育支援を特に必要とする家庭のニーズに応えているか 

②訪問者の資質確保、適切な実施体制確保のための方策 

 

⑤－２ 要保護児童等の支援に資する事業 

【概略】 

・要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため「調整

機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化を図るための取組」及び「ネット

ワーク関係機関の連携強化」に対する支援を実施 

 

【費用負担】 

・都道府県が造成した安心こども基金に国が積み増し、都道府県が管内市町村に対し国庫補助

相当額を交付 

・費用負担は、【国 1/2、市 1/2】 

 

【国での検討課題】 

①事業の枠組み 

 

○要保護児童対策地域協議会（アスターネット） 

ア 個別ケース検討会議 実施状況 
単位：件、回 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

検討件数 13 26 48 43 29 

開催回数 24 36 42 59 57 

 
資料：事務報告書 
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⑥ 子育て短期支援事業 

【概略】 

・《短期入所生活援助（ショートステイ）事業》 

保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が困難となった

場合等に、児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設において養育・保護を行う

（原則として 7 日以内） 。 

・《夜間養護等（トワイライトステイ）事業》 

保護者が、仕事その他の理由により、平日の夜間又は休日に不在となり児童の養育が困難と

なった場合等の緊急の場合に、児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設におい

て児童を預かるもの。宿泊可 

 

【費用負担】 

・都道府県が造成した安心こども基金に国が積み増し、都道府県が管内市町村に対し国庫補助

相当額を交付。 

・費用負担は、【国 1/2、市 1/2】 

 

【国での検討課題】 

① 事業の位置づけ 

② 事業運営のあり方 
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ア 施設一覧（平成２５年９月末日現在） 
 

施設種別 施設名 所在地 

児童養護施設 子供の家 尼崎市若王寺 

児童養護施設 三光塾 西宮市小松西町 

児童養護施設 善照学園 西宮市山口町船坂 

児童養護施設 小松のぞみの家 西宮市小松西町 

児童養護施設 神愛子供ホーム（25 年度から） 神戸市東灘区住吉山手 

児童養護施設 愛神愛隣舎（25 年度から） 神戸市灘区泉通 

児童養護施設 双葉学園（25 年度から） 神戸市灘区鶴甲 

児童養護施設 神戸真生塾（25 年度から） 神戸市中央区中山手通 

乳児院 明石乳児院 明石市大久保町大窪 

乳児院 伊丹乳児院 伊丹市北野 

乳児院 真生乳児院（25 年度から） 神戸市中央区中山手通 

乳児院 御影乳児院（25 年度から） 神戸市東灘区御影町 

知的障がい児施設(※) 三田谷学園 芦屋市楠町 

※ 知的障がい児施設については子育て短期支援事業の補助対象施設ではないため， 

イ及びウには含まれません。 

 

イ 施設数 
単位：施設 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

施設数 6 6 6 6 6 

 

ウ 利用状況 
単位：日、人 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

利用日数 7 0 12 14 17

利用者数 1 0 2 3 4

 
資料：芦屋市次世代育成支援対策推進行動計画   

実施状況・評価結果一覧表（特定事業抜粋） 
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⑦ ファミリー・サポート・センター事業 

【概略】 

・児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（依頼会員）と、援助を行うことを希望す

る者（提供会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を実施するもの。 （相互援助活動の

例：子どもの預かり、送迎など） 

 

【費用負担】 

・都道府県が造成した安心こども基金に国が積み増し、都道府県が管内市町村に対し国庫補助

相当額を交付。 

・費用負担は、【国 1/2、市 1/2】 

 

【国での検討課題】 

① 都市部以外の市町村でも実施しやすいような工夫 

 

 

ア 施設数 
単位：施設 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

施設数 1 1 1 1 1 

 
イ 会員数 

単位：人 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

依頼会員 757 821 871 906 598 

提供会員 173 191 217 246 242 

両方会員 61 86 88 94 85 

合計 991 1,098 1,176 1,246 925 
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ウ 活動状況 

単位：回 

 
平成 

20 年度
平成 

21 年度
平成 

22 年度
平成 

23 年度 
平成 

24 年度 

保育施設の保育開始時や保育終了後

の子どもの預かり 
1,395 1,351 1,726 1,965 1,551 

保育施設までの送迎 182 37 83 178 566 

学童保育終了後の子どもの預かり 809 941 756 343 169 

学校の放課後の子どもの預かり 238 454 386 255 179 

冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の

際の子どもの預かり 
10 10 15 5 10 

買い物等外出の際の子どもの預かり 326 246 215 123 140 

その他 1,474 1,659 1,294 1,464 1,853 

合計 4,434 4,698 4,475 4,394 4,468 

 
資料：事務報告書 
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⑧ 一時預かり 

【概略】 

・家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児について、主として昼

間において、保育所その他の場所において、一時的に預かる事業 

・一時預かり事業には、保育所型（保育所で実施）と地域密着型（地域子育て支援拠点等で実

施）がある。また、一時預かり事業 に類するものとして、有資格者（保育士）を１名以上配

置するとともに、市町村が実施する一定の研修を修了した者を配置する類型(地域密着Ⅱ型)

がある。 

 

【費用負担】 

・運営主体に対する支払いは各市町村が補助額等を決定。 

・費用負担は、【国 1/2、市 1/2】 

 

【国での検討課題】 

①量的拡大をどのように進めるか   ②事業の要件と手続きの取り扱い 

③幼稚園の預かり保育の扱いについて 

 

ア 施設一覧 
 

施設名 

私立さくら保育園 私立山手夢保育園 

私立芦屋こばと保育園 私立夢咲保育園（２２年度開園） 

私立浜風夢保育園  

 

イ 施設数 
単位：施設 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

施設数 4 4 5 5 5 

各年度３月末現在 
 

ウ 利用状況（延べ人数） 
単位：人 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

非定型 6,351 5,478 5,792 6,273 5,130 

緊急 1,506 1,113 1,869 1,438 1,229 

合計 7,857 6,591 7,661 7,711 6,359 

 
資料：事務報告書 
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⑨ 延長保育事業 

【概略】 

・１１時間の開所時間を超えて保育を行う事業 

 

【費用負担】 

・運営主体に対する支払いは、総事業ベースで１施設当たり年額に加え延長時間に応じた定額

補助 

・費用負担は【事業主 1/3、県 1/3、市 1/3】 

 

【国での検討課題】 

・新制度における保育の必要性の認定に基づく給付等の対象となる範囲内での通常利用保育に

係る検討を踏まえて、延長保育の対象について検討する必要がある。 

 

 

ア 施設数 
単位：施設 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

施設数 11 11 12 12 13 

 
イ 利用状況 

単位：人、日 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

利用者数 2,732 2,815 2,999 2,786 3,305 

延べ日数 24,326 24,362 25,702 24,408 28,732 

 
資料：事務報告書 
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⑩ 病児・病後児保育事業 

【概略】 

・地域の児童が発熱等の急な病気となった場合、病院・保育所等に付設された専用スペース等

において看護師等が一時的に保育する事業、及び保育中に体調不良となった児童を保育所の

医務室等において看護師等が緊急的な対応等を行う事業 

 

【費用負担】 

・運営主体に対する支払いは総事業ベースで１か所当たり年額に加え年間延べ利用児童数に応

じた定額補助 

・費用負担は【事業主 1/3、県 1/3、市 1/3】 

 

【国での検討課題】 

①量的拡大をどのように進めるか 

②利用手続きについて 

③広域利用の取扱い 

 

 

ア 施設数 
単位：施設 

 
平成 

20 年度 
平成 

21 年度 
平成 

22 年度 
平成 

23 年度 
平成 

24 年度 

施設数   1 1 1 

 
イ 利用状況 

単位：人 

 
平成 

20 年度 
平成 

21 年度 
平成 

22 年度 
平成 

23 年度 
平成 

24 年度 

1 日あたり定員     3 3 3 

年間利用延べ人数     12 44 22 

 
資料：事務報告書 
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⑪ 放課後児童クラブ 

【概略】 

・共働き家庭など留守家庭のおおむね 10 歳未満の児童に対して、学校の余裕教室などで、放

課後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図る 

 

【費用負担】 

・運営費の負担は【保護者 1/2、 国 1/6、 県 1/6、 市 1/6】 

 

 

 

ア 学級数 
単位：学級 

  
平成 

20 年度 
平成 

21 年度 
平成 

22 年度 
平成 

23 年度 
平成 

24 年度 

学級数 8 10 10 10 10 

 
イ 利用状況 

単位：人 

  
平成 

20 年度 
平成 

21 年度 
平成 

22 年度 
平成 

23 年度 
平成 

24 年度 

児童数 350 360 345 371 405 

月初登録児童数 330 339 323 353.7 394.9 

土曜利用者数 66 59 58 73.1 71.9 

延長利用者数     24 67.6 94.6 

※月初登録児童数、土曜利用者数、延長利用者数は月平均児童数（小数点２位以下切捨て） 
資料：事務報告書 
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ウ 学級別利用状況 
単位：人 

  
平成 

20 年度
平成 

21 年度
平成 

22 年度
平成 

23 年度 
平成 

24 年度 

月初登録児童数 48 40 42 31.5 32.9 

土曜利用者数 4 6 7 6.6 5.9 

ひまわり 

ひかり 

（精道） 延長利用者数 - - 3 5.9 9.4 

月初登録児童数 - 26 23 29.8 23.3 

土曜利用者数 - 1 2 1.4 3.0 

ひまわり 

つばさ 

（精道） 延長利用者数 - - 1 4.4 7.0 

月初登録児童数 71 26 26 33.6 29.1 

土曜利用者数 18 9 8 11.5 10.8 

なかよし 

さくら 

（宮川） 延長利用者数 - - 5 9.2 7.3 

月初登録児童数 - 34 36 29.5 37.4 

土曜利用者数 - 7 5 5.4 7.4 

なかよし 

ひつじ 

（宮川） 延長利用者数 - - 2 2.5 6.6 

月初登録児童数 39 41 37 35.8 46.4 

土曜利用者数 6 7 4 6.8 5.6 
わんぱく 

（山手） 
延長利用者数 - - 4 7.9 9.5 

月初登録児童数 36 37 32 36.6 50.5 

土曜利用者数 11 12 7 7.1 8.4 
すぎのこ 

（岩園） 
延長利用者数 - - 5 8.3 12.6 

月初登録児童数 36 33 24 31.4 32.7 

土曜利用者数 6 4 5 3.1 1.5 
やまのこ 

（朝日ヶ丘） 
延長利用者数 - - - 8.2 9.0 

月初登録児童数 40 40 34 39.0 48.9 

土曜利用者数 9 10 8 8.1 8.0 
しおかぜ 

（潮見） 
延長利用者数 - - 5 9.3 10.5 

月初登録児童数 35 34 35 43.6 49.9 

土曜利用者数 9 3 9 15.6 10.5 
はまゆう 

（打出浜） 
延長利用者数 - - - 8.5 14.3 

月初登録児童数 29 29 36 42.5 43.5 

土曜利用者数 3 1 3 7.5 10.5 
らいおん 

（浜風） 
延長利用者数 - - - 3.0 8.1 

児童数 350 360 345 371 405 

月初登録児童数 330 339 323 353.7 394.9 

土曜利用者数 66 59 58 73.1 71.9 
計 

延長利用者数 - - 24 67.6 94.6 

資料：事務報告書 

※平成 20 年度では、ひまわり、なかよしは１学級となっているため、月初登録児童数

と土曜利用者数はひかり、さくらにそれぞれ表記しています。 
※月平均児童数となっています。 
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⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業（新規） 

【概略】 

・教育・保育施設等を利用する保護者の世帯の所得等の事情を勘案して、市町村が定める基準

に該当する場合に、施設に支払う物品の購入費用や行事参加費用等の実費徴収に係る費用を

助成する事業 

 

 

⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（新規） 

【概略】 

・教育・保育施設等への民間事業者の参入促進に関する調査研究・多様な事業者の能力を活用

した施設の設置・運営を促進するための事業（特別支援教育に関する支援等） 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 



 



 

 


